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基準価額と純資産総額の推移

※ ベンチマーク（MSCIヨーロッパ指数（円換算ベース））は設定日前日を10,000として指数化しています。

※

ファンド概況

【概要】 【基準価額および純資産総額】

【基準価額の騰落率】

【信託財産の状況】

※ ※

※ ベンチマークは、MSCIヨーロッパ指数（円換算ベース）です。

【分配金の実績】

※分配金は、10,000口あたりの税引前の金額（円）　※分配金は増減したり、支払われないことがあります。
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《愛称》ファザーン

追加型投信／海外／株式
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分配金再投資基準価額は信託報酬控除後のものであり、 分配金実績があった場合に税引前分配金を再投資したものとして算出し
ています。
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最終ページの「当資料ご利用にあたってのご留意事項」を必ずご覧ください。
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上記比率はマザーファンドへの投資を通じた対純資産総額比
です。
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作成基準日 ： 2024年 3月29日
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明治安田欧州株式ファンド
《愛称》ファザーン

追加型投信／海外／株式

組入株式の状況

【組入上位5カ国】

【組入上位5通貨】

【組入上位10業種】

※ 組入上位5カ国、組入上位5通貨、組入上位10業種はマザーファンドへの投資を通じた対純資産総額比

※ 業種はGICS（世界産業分類基準）によるものです。

最終ページの「当資料ご利用にあたってのご留意事項」を必ずご覧ください。
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作成基準日 ： 2024年 3月29日
【日本経済新聞掲載名】ファザン 資料作成日 ： 2024年 4月15日

明治安田欧州株式ファンド
《愛称》ファザーン

追加型投信／海外／株式

【組入上位10銘柄】

※ マザーファンドへの投資を通じた対純資産総額比

※

※ 業種はGICS（世界産業分類基準）によるものです。

最終ページの「当資料ご利用にあたってのご留意事項」を必ずご覧ください。

10 キャップジェミニ

フランス ユーロ ソフトウェア・サービス 2.3%
業務処理管理、業務請負、クラウドコンピューティング、金融、コンサルティング、サプライ
チェーン管理、エンジニアリングなどのサービスを手掛けるＩＴサービス会社

8 サノフィ

フランス ユーロ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.6%
循環器疾患、血栓症、代謝性疾患、中枢神経障害、および腫瘍などの治療薬や
ワクチンの開発および製造を行う会社

9 スコールＳＥ

フランス ユーロ 保険 2.3%
生命保険、傷害保険、財産・損害保険、健康保険、特殊保険などの再保険を手掛
ける会社

医薬品および消費者用ヘルスケア商品を製造する医薬品メーカー

6 ネスレ

スイス スイスフラン 食品・飲料・タバコ 3.0%
コーヒー、乳製品、ベビーフード、ミネラルウォーターなど幅広い分野の製品を取り
扱っている世界有数の食品・飲料会社

医薬品、診断薬等、幅広い領域の医療を展開する製薬会社
7 ロシュ・ホールディング

スイス スイスフラン 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.7%

5 ノバルティス

スイス スイスフラン 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 3.1%

3 シェル

イギリス ポンド エネルギー 4.1%
燃料や化学品、潤滑油を製造するなど世界各地で石油製品の精製事業を展開す
る石油会社

4 ＳＡＰ

ドイツ ユーロ ソフトウェア・サービス 3.3%
コンピュータソフトウェアの開発販売、教育ならびにコンサルティングを提供する会
社

上記の「組入上位10銘柄」は当ファンドのご理解を深めていただくために各社の開示資料等を基に明治安田アセットマネジメントが独
自に作成したものであり、銘柄への投資を推奨するものではありません。また、上記内容は基準日現在のものであり、将来予告なく
変更する場合があります。

デンマーク デンマーククローネ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 4.8%
1 ノボノルディスク 糖尿病や止血管理、成長障害、代替ホルモン等の治療薬の開発・製造・販売を行

う会社

国 通貨

ＡＳＭＬ　ホールディング

オランダ ユーロ 半導体・半導体製造装置 4.5%

業種 組入比率

銘柄紹介
銘柄名

2 リソグラフィー（回路をチップ上に転写するために用いられる技術）に強みを持ち、
世界各地で事業を展開している会社
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作成基準日 ： 2024年 3月29日
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明治安田欧州株式ファンド
《愛称》ファザーン

追加型投信／海外／株式

市場動向

【為替レート（月末値）の推移】 【欧州株価指数（月末値）の推移】

※ ※ 出所：Bloomberg

※ 明治安田欧州株式マザーファンド設定月（2000年1月）以降の推移

市場動向・運用経過・今後の投資方針および市場動向について

為替レートは、一般社団法人投資信託協会が定めたレート
で、投資信託の基準価額の算出の際に用いています。

最終ページの「当資料ご利用にあたってのご留意事項」を必ずご覧ください。

<市場動向>
　欧州株式相場において、英国FTSE100、フランスCAC40、ドイツDAXは上昇しました。

ＥＣＢ（欧州中央銀行）が年内に複数回の利下げを行うとの見方に加え、スイス中央銀行が他の中央銀行に先駆け
て利下げを決定したことも支援材料となり、堅調に推移しました。

ユーロは対円で前月末比ほぼ同水準となりました。上旬はＥＣＢ理事会で物価見通しが引き下げられ、早期の利下
げ観測が強まったことや、日銀による金融政策の正常化を意識した円を買う動きから下落しました。その後、日銀金融
政策決定会合ではマイナス金利の解除が発表されましたが、緩和的な金融政策の長期化観測を背景とする日欧金
利差の拡大が続くとの見方が強まり、上昇しました。ポンドは、対円で前月末比上昇（円安ポンド高）しました。ＢＯＥ(イ
ングランド銀行)の金融政策委員会において政策金利の現状維持が決定されましたが、前回会合において利上げを
支持していた委員が今回は現状維持支持に回ったことを受け、市場では早期の利下げ観測が高まり、ポンドが対米ド
ルで売られました。一方で、円が対米ドルで下落したため、対円では上昇しました。

<運用経過>
　当月のファンドの騰落率は＋3.56％となり、ベンチマークの騰落率を0.14％下回りました。

当月の投資行動としては、BE SEMICONDUCTOR INDUSTRIES(オランダ、半導体・半導体製造装置)を一部売却
しました。その他の銘柄の入れ替えは行わず、キャッシュフローに応じた取引にとどめました。

<今後の投資方針および市場動向>
引き続き、明治安田欧州株式マザーファンドにおける欧州主要国の株式等の運用指図に関する権限をニュートン・

インベストメント・マネジメント・リミテッドに委託し、市場動向、テーマ性等を勘案のうえ、欧州株式市場の中から、持続
的な優位性を有する銘柄を厳選し、分散投資に配慮しつつポートフォリオを構築します。

ユーロ圏では、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化が経済活動の下押し要因となっています。一方で、失業率は過
去最低水準が続くなど、雇用所得環境はなお良好です。ＥＣＢは3月理事会で、実質ＧＤＰ成長率予測値を「景気の
低迷は短期的で、年後半から持ち直す」とし、今年＋0.6％、来年＋1.5％としました。インフレ率予測値については、
今年の予測値を大きく下方修正しました。ＥＣＢ総裁は「明確なインフレ率の低下が進んでいる」と述べ、6月の利下げ
開始の可能性を示しました。欧州株式相場は、経済的関係の深い中国における景気の先行き不透明感が下押し要
因となりうるものの、実質所得の回復などを背景に、堅調に推移するものとみています。 

為替市場（ユーロ）はＥＣＢが利下げサイクルに入り、日銀が追加利上げに踏み切るには相当の時間が必要とみら
れることから、当面は金利差に大きな変化はなくユーロは円に対して概ねレンジ内で推移するとみています。
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ファンドの⽬的・特⾊ 

 
■ ファンドの⽬的 

明治安⽥欧州株式ファンドは、明治安⽥欧州株式マザーファンドへの投資を通じ
て、欧州の株式を主要投資対象とし、⻑期的な運⽤を⾏います。 
 

 
■ ファンドの特⾊ 

 
◆ 
 

MSCIヨーロッパ指数をベンチマークとし、これを中・⻑期的に上回る運⽤
成果を⽬指します。 

※MSCIヨーロッパ指数は、欧州諸国企業の株価から構成される指数（インデックス）です。 
MSCIインデックスは、MSCI Inc.の知的財産であり、MSCIはMSCI Inc.のサービスマー
クです。MSCIインデックスに関する著作権、その他知的財産権はMSCI Inc.に帰属して
おり、その許諾なしにコピーを含め電⼦的、機械的な⼀切の⼿段その他あらゆる形態を
⽤い、またはあらゆる情報保存、検索システムを⽤いてインデックスの全部または⼀部
を複製、頒布、使⽤などすることは禁じられております。またこれらの情報は、信頼の
おける情報源から得たものでありますが、その確実性および完結性をMSCI Inc.は何ら保
証するものではありません。 

 
 

◆ 
 

マザーファンドにおける欧州主要国の株式等の運⽤指図に関する権限は、 
ニュートン・インベストメント・マネジメント・リミテッドに委託します。 
 
 

◆ 株式の組⼊⽐率は、原則として⾼位を維持します。 

ただし、市況動向等により弾⼒的に変更を⾏う場合があります。 
 
 

◆ 組⼊外貨建資産について、原則として為替ヘッジは⾏いません。 
 

  

 

 

明治安田欧州株式ファンド 〈愛称〉ファザーン 



 
 
 
 

■ ファンドの仕組み 
 

当ファンドは、ファミリーファンド⽅式で運⽤を⾏います。ファミリーファンド
⽅式とは、お客さまからご投資いただいた資⾦をベビーファンドとしてまとめ、
その資⾦を主としてマザーファンドに投資することにより、実質的な運⽤をマザ
ーファンドで⾏う仕組みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 損益はすべて投資者である受益者に帰属します。 
  

■ 運⽤プロセス  
・グローバルな産業、市場、経済動向の分析・把握を通じて選定した複数の

投資テーマに基づき、欧州株式市場の中から調査対象となる銘柄を抽出し
ます。 

・各産業ごとに専任で調査するリサーチアナリストと欧州株式運⽤チームによ
り、持続的な競争優位性を有する銘柄を厳選し、分散投資に配慮しつつ総合
的にポートフォリオを構築します。 

 
  

投資者 
（受益者） 

マザーファンド 
明治安⽥欧州株式 
マザーファンド 

欧州の株式 
（主要投資対象） 

申込⾦ 

損益 損益 分配⾦・解約⾦等 

ベビーファンド 
明治安⽥欧州株式 

ファンド 

投資 投資 

 

 

明治安田欧州株式ファンド 〈愛称〉ファザーン 



投資リスク  
■ 基準価額の変動要因 

 

当ファンドは、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあり
ます。)に投資しますので、価格変動の影響を受け、基準価額は変動します。こ
れらの運⽤により信託財産に⽣じた運⽤成果（損益）はすべて投資者の皆さまに
帰属します。 
したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価 
額の下落により 投資元本を割り込み、損失を被ることがあります。 
投資信託は預貯⾦と異なります。 
なお、ファンドが有する主なリスクは、以下の通りです。 
＜主な変動要因＞ 

株 価 変 動 
リ ス ク 

株式の価格は、政治・経済情勢、⾦融情勢・⾦利変動等および
発⾏体の企業の事業活動や財務状況等の影響を受けて変動し
ます。保有する株式価格の下落は、ファンドの基準価額を下げ
る要因となります。 

為 替 変 動 
リ ス ク 

外貨建資産への投資については、為替変動による影響を受けま
す。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで
上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落（円⾼）
する場合、円ベースでの評価額は下落することがあります。為
替の変動（円⾼）は、ファンドの基準価額を下げる要因となり
ます。 

信 ⽤ リ ス ク 

投資している有価証券等の発⾏体において、利払いや償還⾦の
⽀払い遅延等の債務不履⾏が起こる可能性があります。 
また、有価証券への投資等ファンドに関する取引において、取
引の相⼿⽅の業績悪化や倒産等による契約不履⾏が起こる可
能性があります。 

※ 基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

  

 

 

明治安田欧州株式ファンド 〈愛称〉ファザーン 



 
 
■ その他の留意点 

●当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第 37 条の６の規定（いわゆるクーリング・
オフ）の適⽤はありません。 

●当ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主た
る取引市場において市場環境が急変した場合等に、⼀時的に組⼊資産の流動性が低下し、市
場実勢から期待できる価額で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがありま
す。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換⾦の申込みの受付が中⽌
となる可能性、換⾦代⾦の⽀払いが遅延する可能性があります。 

●有価証券を売買しようとする際、需要または供給が少ない場合、希望する時期・価格・数量
による売買ができなくなることがあります。 

●当ファンドは、ファミリーファンド⽅式で運⽤を⾏います。ファミリーファンド⽅式には運
⽤の効率性等の利点がありますが、マザーファンドにおいて他のベビーファンドの追加設
定・解約等に伴う売買等を⾏う場合には、当ファンドの基準価額は影響を受けることがあり
ます。 

●資⾦動向、市況動向等によっては、投資⽅針に沿う運⽤ができない場合があります。 
●収益分配は、計算期間中に発⽣した運⽤収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価

益を含みます。））を超えて⾏われる場合があるため、分配⽔準は必ずしも当該計算期間中
の収益率を⽰すものではありません。 
投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況により、分配⾦
額の全部または⼀部が、実質的に元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。 
分配⾦は純資産から⽀払われるため、分配⾦⽀払いに伴う純資産の減少により基準価額が下
落する要因となります。当該計算期間中の運⽤収益を超える分配を⾏う場合、当期決算⽇の
基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐べ下落することとなります。 
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⼿続・⼿数料等  
■ お申込みメモ 

   

 

 

購 ⼊ 単 位 
販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社へお問合わせください。 
※確定拠出年⾦制度を利⽤して購⼊される加⼊者の申込単位は、当該運営管理機関

の取決めにしたがいます。 

購 ⼊ 価 額 
購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額とします。 
（基準価額は 1 万⼝当たりで表⽰しています。以下同じ。） 
※基準価額は、販売会社または委託会社へお問合わせください。 

購 ⼊ 代 ⾦ 販売会社が指定する期⽇までにお⽀払いください。 

換 ⾦ 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社へお問合わせください。 

換 ⾦ 価 額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額とします。 

換 ⾦ 代 ⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して 5 営業⽇⽬から受益者に⽀払います。 

申 込 締 切 時 間 原則として、販売会社の営業⽇の午後 3 時までに販売会社が受付けた分を当⽇の
申込みとします。 

購⼊･換⾦申込不可⽇ ロンドンの証券取引所が休業⽇の場合は、購⼊・換⾦の申込みの受付を⾏いません。 

換 ⾦ 制 限 信託財産の資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤⼝の換⾦の申込みには制限を設ける場合
があります。 

購⼊・換⾦申込受付 
の 中 ⽌ 及 び 取 消 し 

⾦融商品取引所における取引の停⽌、外国為替取引の停⽌その他やむを得ない事情
があるときは、申込みの受付を中⽌すること、およびすでに受付けた申込みの受付
を取消すことがあります。 

信 託 期 間 無期限（2000 年 1 ⽉ 28 ⽇設定） 

繰 上 償 還 
委託会社は、受益権の総⼝数が 10 億⼝を下回った場合、この信託契約を解約する
ことが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発⽣した
ときは、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることが
できます。 

決 算 ⽇ 毎年 1 ⽉ 20 ⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇） 

収 益 分 配 
年 1 回決算を⾏い、収益分配⽅針に基づいて分配を⾏います。 
※当ファンドには、「分配⾦受取りコース」および「分配⾦再投資コース」があり

ます。なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については、異なる場合があ
りますので、販売会社へお問合わせください。 

信 託 ⾦ の 限 度 額 5,000 億円 

公 告 原則、電⼦公告により⾏い、ホームページに掲載します。 
https://www.myam.co.jp/ 

運 ⽤ 報 告 書 決算時及び償還時に作成のうえ、交付運⽤報告書は、販売会社を通じて信託財産に
かかる知れている受益者に交付します。 

課 税 関 係 

課税上は、株式投資信託として取扱われます。 
配当控除、益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。 
公募株式投資信託は税法上、少額投資⾮課税制度の適⽤対象です。 
※2024 年 1 ⽉ 1 ⽇以降、公募株式投資信託は税法上、⼀定の要件を満たした場合

に少額投資⾮課税制度の適⽤対象となります。当ファンドは、2024 年 1 ⽉より
NISA の「特定⾮課税管理勘定（成⻑投資枠）」の対象となる予定です。詳しくは、
販売会社へお問合わせください。 

※確定拠出年⾦制度の加⼊者については、確定拠出年⾦の積⽴⾦の運⽤にかかる
税制が適⽤されます。 
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■ ファンドの費⽤・税⾦ 
投資者が直接的に負担する費⽤ 

3.3％（税抜 3.0％）

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤ 

年 1.87％（税抜 1.7％）

配分 料率（年率） 

1.87%（税抜 1.7％） 

⽀払い先 役務の内容 

 
 

 

購 ⼊ 時 ⼿ 数 料 

購⼊価額に、 を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とし
ます。詳細についてはお申込みの各販売会社までお問合わせください。 
※購⼊時⼿数料は、購⼊時の商品説明、事務⼿続き等の対価として販売会社にお⽀払いい

ただきます。 
※確定拠出年⾦制度に基づくお申込みの場合は、購⼊時⼿数料はかかりません。 

信託財産留保額 ありません。 

運 ⽤ 管 理 費 ⽤ 
（ 信 託 報 酬 ） 

ファンドの純資産総額に対し、 の率を乗じて得た額がファンドの計
算期間を通じて毎⽇計上され、ファンドの⽇々の基準価額に反映されます。なお、毎計算期
間の最初の 6 ヵ⽉終了⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）および毎計算期末または信託
終了のとき、信託財産中から⽀払われます。 
 
＜内訳＞ 

委託会社 0.935%（税抜 0.85％） 

販売会社 0.825%（税抜 0.75％） 

受託会社 0.11% （税抜 0.1％） 

合計 
 
＜内容＞ 

委託会社 
ファンドの運⽤、基準価額の算出、法定書類（⽬論⾒書、運⽤報告書、
有価証券報告書・届出書等）の作成・印刷・交付および届出等にかか
る費⽤の対価 

販売会社 購⼊後の情報提供、運⽤報告書等各種書類の送付、⼝座内でのファンドの
管理等の対価 

受託会社 ファンド財産の管理、委託会社からの指図の実⾏等の対価 

合計 運⽤管理費⽤（信託報酬）＝運⽤期間中の⽇々の基準価額×信託報酬率 

※ニュートン・インベストメント・マネジメント・リミテッドに対する報酬は、ファンドか
ら委託会社が受ける運⽤管理費⽤（信託報酬）の中から⽀払われ、その報酬額は純資産総
額に対し、以下の通り算出した額とします。 
1．マザーファンドの平均純資産総額＊が 100 億円以下の場合は、年 0.5％の率を乗じて得

た⾦額のうち当ファンドに係る⾦額。 
2．マザーファンドの平均純資産総額が 100 億円超の場合は、次の通り按分し算出して得

た⾦額のうち当ファンドに係る⾦額を合計したものとします。 
マザーファンドの平均純資産総額 100 億円以下に対応する部分は、年率 0.5％ 
マザーファンドの平均純資産総額 100 億円超に対応する部分は、年率 0.45％ 

＊マザーファンドの平均純資産総額とは、当該マザーファンドの毎計算期間を、最初の 6
ヵ⽉間と後半の 6 ヵ⽉間とに区分し、それぞれの期間における当該マザーファンドの毎
⽇の信託財産の純資産総額を合計した⾦額を当該運⽤⽇数（休⽇を含む）で除して得ら
れる額です。 
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ファンドの税⾦ 

時 期 項 ⽬ 税 ⾦ 

 

そ の 他 の 
費 ⽤ ・ ⼿ 数 料 

信託財産の監査にかかる費⽤（監査費⽤）として監査法⼈に年 0.011％(税抜 0.01％)を
⽀払う他、有価証券等の売買の際に売買仲介⼈に⽀払う売買委託⼿数料、先物取引・オプ
ション取引等に要する費⽤、資産を外国で保管する場合に当該資産の保管や資⾦の送⾦等
に要する費⽤として保管銀⾏に⽀払う保管費⽤、その他信託事務の処理に要する費⽤等が
ある場合には、信託財産でご負担いただきます。 
※その他の費⽤については、運⽤状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を

表⽰することができません。また、監査費⽤は監査法⼈等によって⾒直され、変更され
る場合があります。 

※当該⼿数料等の合計額については、投資者の皆さまの保有期間等に応じて異なりますので、表⽰すること
ができません。 

 

・税⾦は表に記載の時期に適⽤されます。 
・以下の表は、個⼈投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。 

分配時 所得税 
及び地⽅税 

配当所得として課税します。 
普通分配⾦に対して ……………………………………… 20.315％ 

換⾦（解約）時 
及び償還時 

所得税 
及び地⽅税 

譲渡所得として課税します。 
換⾦（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して…20.315％ 

※外国税額控除の適⽤となった場合には、分配時の税⾦が上記と異なる場合があります。 
※法⼈の場合については上記と異なります。 
※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更されることがあります。税⾦の取扱いの詳細につきまし

ては、税務専⾨家等にご確認されることをお勧めいたします。 
※受益者が確定拠出年⾦法に規定する資産管理機関および国⺠年⾦基⾦連合会等の場合は、所得税および

地⽅税がかかりません。 
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【委託会社その他の関係法人の概要】
●委託会社（委託者） 明治安田アセットマネジメント株式会社

ファンドの運用の指図等を行います。
●受託会社（受託者） みずほ信託銀行株式会社

ファンドの財産の保管および管理等を行います。
●投資顧問会社　ニュートン・インベストメント・マネジメント・リミテッド
●販売会社 　以下の【販売会社一覧】をご覧ください。

【販売会社一覧】
■お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

日
本
証
券
業
協
会

一
般
社
団
法
人

日
本
投
資
顧
問
業
協
会

一
般
社
団
法
人

第
二
種
金
融
商
品
取
引
業
協
会

一
般
社
団
法
人

金
融
先
物
取
引
業
協
会

日
本
商
品
先
物
取
引
協
会

株式会社イオン銀行
  (委託金融商品取引業者 マネック
ス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行
  (委託金融商品取引業者 マネック
ス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行
  (委託金融商品取引業者 株式会社
ＳＢＩ証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ＊

＊ 現在、新規の販売を停止しております。
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証券会社

販売会社名 登録番号

加入協会

備考

銀行



 
 
 

※当資料ご利用にあたってのご留意事項

 
 

 

 

 

 

設定・運用  明治安田アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第 405 号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会 

フリーダイヤル 0120－565787

（営業日の午前 9：00～午後 5：00） 

ホームページアドレス https://www.myam.co.jp/

●当資料は、当ファンドの運用状況等をお知らせすることを目的に明治安田アセットマネジメ

ント株式会社が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。

●当資料の内容は作成時点のものであり、今後予告なしに変更されることがあります。また、

資金動向、市況動向等によっては、投資方針どおりの運用が行えない場合があります。

●当資料中のグラフ・数値等は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果等を示唆

あるいは保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりませんので、

実質的な投資成果を示すものではありません。

●当資料は信頼できると判断した情報等に基づいて作成しておりますが、正確性・完全性を

保証するものではありません。

●ファンドの取得のお申込みを行う場合には投資信託説明書（交付目論見書）を販売会社

よりお渡しいたしますので、必ず投資信託説明書（交付目論見書）で内容をご確認の上、

ご自身でご判断ください。

●投資信託の信託財産に生じた利益および損失はすべて投資家の皆さまに帰属します。

●投資家の皆さまの投資元本は金融機関の預貯金と異なり保証されているものではなく、

基準価額の下落により、損失を被り、元本を割り込むおそれがあります。

●投資信託への投資にあたっては、投資家の皆さまに、購入時手数料や信託財産留保額

のほか、信託財産を通じて間接的に運用管理費用（信託報酬）、監査報酬、有価証券売

買時の売買委託手数料等のコストをご負担いただきます。

●投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリン

グ・オフ）の適用はありません。

●投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険・保険契約者保護機構の保護の対象

ではなく、また、登録金融機関から購入された投資信託は投資者保護基金の補償対象で

はありません。

投資信託ご購入時の注意事項 
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